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要旨 
本稿は、我が国におけるソフトウェア特許の範囲拡大が、どのような属性を持つ企業に影響を
与えたか、また、それらの企業の研究開発活動をどのように変化させたかを明らかにすることを目
的としている。 
分析の結果、特許権の範囲拡大は、ハードウェア事業も手がける大手ソフトウェア企業と、パッ
ケージソフトウェア事業を主力とする中小ソフトウェア企業に影響を与えたことが分かった。すなわ
ち、これらの企業が、新たに認められた媒体特許の出願を始めたことが確認された。また、この保
護範囲の拡大は、ハードウェア事業を行なう大手ソフトウェア企業の研究開発集約度を高める効
果を持つが、その反面、パッケージソフトを主力とする中小ソフトウェア企業の研究開発集約度を
低下させることが明らかとなった。 
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ABSTRACT 
This paper identifies the pure effect of Pro-Patent Policy in the Japanese software industry, 
and examines the impact of the expansion of the scope of software patent on the firms’ R&D 
activities. 
We find that the broadening of the scope of software patent affects the patenting activities of 
the small packaged software firms as well as the large software firms that also involve in 
hardware business. The policy reform has a positive effect on the R&D intensity of large soft-
ware firms running hardware business, whereas it rather has a negative effect on that of small 
packaged software firms. This may increase in IP cost of small firms and result in a further 
widening of the gap in competitive advantages between large firms and small firms . 
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１．はじめに 
研究の目的 
本稿の目的は、特許制度が発明の創出に結びついているかを評価すべく、プロパテント（特許
重視）政策による企業の研究開発活動の変化を明らかにすることである。とりわけ本稿では、制度
変更の影響を厳密に識別するため、ソフトウェア産業における特許権の範囲の拡大に着目し、そう
した制度変更が企業の特許出願・研究開発活動に与える影響を明らかにする。 
ソフトウェア産業においては、生産設備や販売網などの補完的資産とともに、知的財産活動の規
模や経験の違いが、特許権のイノベーション促進効果に大きな違いをもたらしていると考えられる。
そこで本稿では特に、ハードウェア事業を手がける大手ソフトウェア企業とパッケージソフトウェアを
主力事業とする中小ソフトウェア企業の間における、補完的資産や知財活動経験の差に注目した
分析を行う。 
我が国では米国に追随する形でソフトウェア特許の範囲が拡大されてきており、それに応じてソ
フトウェア特許の出願が増加してきている。しかしながら、米国を対象とした先行研究によれば、ソフ
トウェア特許の出願の大部分はハードウェア企業によるものであり、純粋なソフトウェア企業による出
願は尐ない（Hall and MacGarvie, 2006; Mann and Sager, 2007）。なぜ、このような非対称な企業行
動が見られるのであろうか。ひとつの答えは、企業の知的財産活動の規模や経験によって、ソフトウ
ェア特許の効果に違いがあることだろう。 
Hall and MacGarvie（2006）では、ソフトウェア特許が強化されると、ライセンス費用の上昇等によ
り、ソフトウェア特許を持たない企業の市場価値が低下するのに対し、すでにソフトウェア特許を保
有している企業の市場価値は高まることが確認されている。さらに、特許権の強化は、保有する特
許ポートフォリオのサイズが大きいハードウェア企業の市場価値を高める一方で、特許ポートフォリ
オの小さい純粋ソフトウェア企業の市場価値を高める効果はないことが明らかにされている。また、
Lanjouw and Schankerman（2003）は、特許ポートフォリオのサイズが大きくなるほど、訴訟に巻き込
まれる確率が低下することを明らかにしている。 
特許権の排他性に着目した Noel and Schankerman（2006）では、競合企業によるソフトウェア特
許の取得が、自社の研究開発や特許活動、市場価値に負の影響を与えることが示されている。 
これらの先行研究が示唆することは、特許を多数保有しそれらを事業領域の確保のために戦略
的に活用する能力が高い大企業と、そうでない中小企業とでは、特許権の強化が与える影響が異
なるということである1。 
大企業は中小企業に比べて、生産設備や販売網などの補完的資産や過去の開発経験等によ
                                                   
1 ソフトウェア特許が企業のイノベーションに正の影響を与えるか否かについては、いまだ結論は出て
いない。例えば Bessen and Hunt (2007)は、米国における法改正は企業の研究開発活動を促進しておら
ず、ソフトウェア特許を増加させただけとしている。一方で、Lerner and Zhu (2007)では、ソフトウェ
アに関する特許出願の増加が企業の売上高や研究開発費を高める効果を持つことが確認されている。ま
た、Merges（2006）は、ソフトウェア特許がスタートアップ企業の新規参入の阻害要因にはなっておら
ず、むしろ特許活動と企業パフォーマンスとの間には正の相関があることを明らかにしている。他に、
特許権の役割として、Cockburn and MacGravie (2007)は、スタートアップ企業が資金調達する時のシ
グナルとして特許権が機能していることを明らかにしている。この点をソフトウェア産業に着目して明
らかにした研究として、Mann and Sager（2007）や Graham et al. (2009)がある。  
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る知識ストックが豊富で、かつ広範囲にわたる特許網を確立しているため、研究開発の成果を事業
化し収益化する能力が高いと考えられる。 
ただし、ソフトウェア産業においては、大規模な生産設備が必要でなく技術知識の陳腐化も早い
ため、特許権の強化による影響に差が生じている背景には、知財活動の規模や経験の違いも大き
な要因となっている可能性がある。 
そこで、本稿では、企業が特許権を効果的に活用する能力（以下、「特許の戦略的活用能力」）
の源泉として、補完的資産や開発販売経験だけでなく、知財活動経験の重要性にも着目し、それ
らの差がプロパテント政策の効果に違いをもたらすことを理論的・実証的に明らかにする。 
 
分析の枠組み 
本稿では、「特許の戦略的活用能力」を、機械設備や販売網などの補完的資産やソフトウェアの
開発・販売経験だけでなく、知財活動経験（広範囲の権利を取得するための明細書作成等に関す
るノウハウや経験、特許マップに基づく知財戦略、訴訟を回避する交渉力）まで含めた概念として
考えている（図 1 の右上を参照）。 
本稿の簡単な理論モデルでは、競合企業間で特許の戦略的活用能力に差があるケースを想定
して、特許権の範囲拡大が企業行動に与える影響を分析している。そこでは、研究開発の成果が
収益に結びつく経路として、発明の事業化による直接的な経路と、発明の特許化を通じた（ブロッ
キング等の）間接的な経路を分けてモデル化を行なっている。それぞれの経路において補完的資
産や知財活動経験などが影響を与え、また、競合企業の研究開発活動によって、発明の事業化
や権利化が妨害される可能性もモデルに組み込まれている。 
 
図１ 概念図  
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特許権の強化が研究開発インセンティブに与える影響には、専有可能性の上昇による正の効果
と、排他性の上昇を通じた競争の程度の低下による負の効果の両面がある。したがって、プロパテ
ント政策によって、最終的に研究開発投資が増加するかどうかは両者の大小関係によって決まる。  
企業間で特許の活用能力にそれほど大きな差がなければ、特許権の強化はすべての企業にお
いて保有技術の特許出願インセンティブを高めるため、いわゆる特許の藪が生じることで、特許権
を通じた収益への間接的な影響（専有可能性の上昇効果）が相対的に小さくなる。すなわち、収益
を確保するに当たっては、研究開発成果の先行的な市場投入による収益への直接的な影響が相
対的に大きくなる。このように研究開発競争に勝利することが非常に重要となる状況では、補完的
資産や開発経験の尐しの差が、結果的には収益に大きな差をもたらすことになる。したがって、特
許権の強化によって、補完的資産や開発経験の豊富な大企業の研究開発インセンティブは高まる
ものの、そうした資産や経験に乏しい中小企業の研究開発インセンティブは、研究開発競争や事
業競争に敗れる確率が高まることで低下する。 
他方で、企業間における特許の活用能力に大きな差がある場合、特許権の強化により、知財活
動経験が豊富な大企業の特許の排他性は一層高まるが、知財活動経験に乏しい中小企業にとっ
ては特許出願がコストに見合わないことが多くなる。このとき、特許権の排他性による競争抑制効果
が強く発揮され、事業活動が大きく制約される中小企業の研究開発インセンティブは低下し、それ
に伴う競争の緩和で大企業の研究開発インセンティブも低下する2。 
 本稿における実証分析では、まずどのような企業が、ソフトウェア特許の範囲拡大により特許出願
を増加させたのかを識別する。そのうえで、保護範囲の拡大が企業の研究開発活動に及ぼした影
響を分析する。 
ソフトウェア特許の範囲拡大の影響を直接的に分析した先行研究は尐ないが、著作権による保
護範囲を狭く解釈する判決の影響を調べた Lerner and Zhu (2007)が参考になる。そこでは、著作
権の弱化による特許権の相対的な強化は、判決の影響を受けたであろう企業の特許活動や研究
開発活動を活発にしたことが明らかにされている。 
ただし、彼らの研究では、”判決の影響を受けたであろう企業”はアプリオリに選定されており、恣
意性が入り込む余地がある。 
 これに対し、本稿では、我が国において 1997 年に新たに権利化が認められた「媒体特許」の出
願を始めた企業に着目することで、制度変更によって影響を受けた企業の特徴を客観的に識別す
ることを試みる。その上で、制度変更が企業の研究開発集約度を高めるかどうかを明らかにする。 
 
主要な分析結果 
本稿における分析から、日本では米国を対象とした先行研究から得られる示唆とは異なり、ハー
                                                   
2 Noel and Schankerman（2006）は、競合企業によるソフトウェア特許の取得が、研究開発や特許活
動、市場価値に負の影響を与えることを明らかにした。彼らは、少数の企業に特許権が集中すると、競
争が緩和されるため研究開発や特許出願が減少するが、同時に交渉費用の低下等により取引費用が低下
するため、企業価値が上昇することを明らかにしている。  
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ドウェア事業を手がける大手ソフトウェア企業だけでなく、パッケージソフトを主力とする中小企業も
制度変更によって媒体特許の出願を増やしたことが明らかとなった。 
 理論モデルからは、大企業と中小企業の両者が特許出願を行うケースでは、研究開発競争に勝
つことの重要性が高まるため、特許権の範囲の拡大により、研究開発活動を補完する経験・資産を
豊富に有する大企業でのみ研究開発インセンティブが高まるという仮説が導出された。実証分析の
結果はこの仮説を支持している。すなわち、媒体特許の出願により、ハードウェア事業も手がける大
手ソフトウェア企業の研究開発集約度は高まったが、パッケージソフトを主力とする中小企業の研
究開発集約度は低下したことが明らかとなった。 
 これらの結果は、我が国のソフトウェア産業におけるプロパテント政策が、知財活動経験や補完的
資産の規模の面で有利な立場にある大企業に対しては、特許出願・研究開発活動を活発にする
効果を持つことを意味している。その一方で、中小企業に対しては、既存技術の特許出願を促す
効果はあるものの、研究開発競争に敗れる確率を高め知財活動に関わるコストを増加させることで、
研究開発インセンティブを低下させることを示している。 
すなわち、特許権の範囲拡大が、短期的には大企業と中小企業の保有技術の特許出願（普
及・活用）を促すが、長期的には中小企業の権利化の対象となる研究成果自体を枯渇させてしまう
可能性を示唆している。 
したがって、プロパテント政策により我が国における発明の創出・普及（公開）を促進していくに当
たって、中小企業の研究開発活動に対する支援の必要性やその方法を検討していくことが、今後
の科学技術イノベーション政策の課題であると言える。 
 
本稿の構成は以下の通りである。まず第 2 節で我が国におけるソフトウェア保護の経緯を整理し、
第 3節で簡単な理論分析を行う。その後、第４節においてデータの説明と概観を行い、第 5節で実
証分析を行う。最後に第 6 節で結論を述べる。 
 
 
２．我が国におけるソフトウェア特許の保護  
我が国の特許法における発明は「自然法則を利用した技術的思想の創作のうち高度のもの」と
定義されており、従来、コンピュータ・プログラムが自然法則を利用しているとみなせるかが問題とな
っていた。また、特許権による保護対象は大きく分けて「物」と「方法」の 2 通りに分類される。したが
って、コンピュータ・プログラムを特許権で保護するためには、その発明が自然法則を利用している
とみなされ、かつ、「物」か「方法」のいずれかに該当する必要がある。なお、発明が「物」として保護
される場合、その物の生産、使用、譲渡等、輸出入、譲渡の申出が発明の実施とされるのに対し、
「方法」として保護される場合は、その方法の使用のみが実施とされる。 
我が国では 2002年以降、プログラムはそれ自体が「物」として扱われ、保護の対象となっている。
しかし、そこに至るまでには審査基準や運用指針の度重なる改定が行われてきた。1990 年代以降
のソフトウェア特許の保護状況を簡単にまとめたのが表 1 である。 
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表 1 我が国におけるソフトウェア保護の経緯  
 
 
 
1982 年に発表されたマイコン運用指針（「マイクロコンピュータ応用技術に関する発明について
の審査運用指針」）の下で保護対象とされていたプログラムは、ソフトウェアによる情報処理自体に
自然法則が利用されているものに限られていた。例えば炊飯器等のマイコン制御プログラムが「制
御装置」として保護されていた。 
1993 年の審査基準の改定では、情報処理自体が自然法則を利用していなくとも、ハードウェア
資源を利用して処理を行っていれば自然法則を利用しているとみなされることとなった。しかし、こ
のときの改定では、「プログラムを記録した記録媒体」は単なる情報の開示であり、特許法上の発明
の技術的思想に該当しないとして保護の対象外とされていた。したがって、プログラム自体を保護
するためには、依然として、ハードウェアと一体の「装置」として保護する必要があった。例えば、企
業が文書検索機能を実現するソフトウェアを保護しようと思えば、「文書検索装置」として特許化せ
ざるを得なかった。このとき、他社が同種のソフトウェアを CD-ROM などの形で使用・販売している
場合、直接的には権利を行使することができないという問題があった。 
この問題を解消すべく、1997 年の運用指針の改定において、それまでの審査基準の下で発明
に該当しないとされていた、「プログラムを記録した記録媒体」について、「物」の発明として請求項
に記載できることとした。 
情報通信技術の発達によりソフトウェアがオンライン上で販売されるようになると、CD-ROM 等の
記録媒体に対する保護だけでは不十分となってきた。そこで、2000 年の審査基準改定（2001 年 1
月以降の出願に適用）によってプログラム自体が特許の保護対象として認められるようになった。そ
の後、2002 年の特許法改正によって、プログラム自体を特許法上の「物」として扱うことが明記され
た。 
 こうした制度変更の中でも、本稿では 1997 年の改定に着目することで、純粋な制度変更の影響
を識別する。制度変更の影響を分析する場合、DID（Differences in Differences）の考え方を用い
ることが多い（例えば、Lerner and Zhu , 2007; 山内・大西 , 2009）が、影響を受ける企業群（トリート
メント・グループ）と受けない企業群（コントロール・グループ）との分類に恣意性が入り込む余地があ
る。1997 年の審査運用指針の改定では、新たに媒体特許の出願が認められるようになったため、
媒体特許をデータベースから正確に抽出できれば、その出願を始めた企業をみることで、恣意性を
排除した客観的な形で制度変更の影響を受けた企業群を識別することができる。 
 より具体的には、媒体特許の認可により請求項に記載することができるようになった、「プログラム
を記録した記録媒体」や「構造を有するデータを記録した記録媒体」のような表現を含む特許出願
年
1993年
1997年
2000年
2002年
内容
審査基準改定（ハードウェア資源を利用していれば特許化可能）
運用指針改定（記録媒体に記録されたプログラムが特許化可能）
審査基準改定（プログラム自体が特許の保護対象）
特許法改定（プログラムを「物」の発明と明記）
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を抽出することで、媒体特許を高い精度で抽出することが可能となる。 
媒体特許の認可は、実務上はソフトウェア特許の範囲が拡大されていく過程での漸次的変化と
捉えられなくもないが、制度変更の影響を分析する上では非常に大きな利点となった3。 
 
 
３．理論モデル 
３－１．モデルの枠組み 
 ここでは、簡単な理論モデルにより、開発経験や知財活動経験、補完的資産の規模の違いがプ
ロパテント政策の効果に違いをもたらすことを示す。 
 企業 と の２社が特定の機能を実現するプログラムの開発に取り組んでいる状況を考える。この機
能の追加によって各社のソフトウェアの価値は高まる。ただし、各社が追加する機能はほぼ同じで
あるから、他社に先に開発・販売されると、自社ソフトのユーザーの一部を奪われだけでなく、自社
が当該プログラムを権利化することが不可能となる。さらに、他社に権利化された場合、迂回発明
や代替ソフトの利用が必要となり（自社の事業領域が狭まり）、追加的な費用も発生する。 
企業 と は完全には同質でなく、開発経験や補完的資産に差があると仮定する（１社はハードウ
ェア事業も手がける大手ソフトウェア企業、もう１社はパッケージソフトを主力とする中小ソフトウェア
企業と解釈しても良い）。 
企業 の開発するソフトウェアの価値  は、研究開発投資  と補完的資産  に依存する（  は特許
を戦略的に活用する能力を表し、知財活動経験やソフトウェアの開発・販売経験と解釈することも
できる）。また、企業 の利潤  はソフトウェアの価値  だけでなく、自社及び他社の特許権の取得状
況にも依存する。 
企業 の利潤  を、①企業 のみが権利化した場合、②企業 のみが権利化した場合、③両社とも
権利化しない場合に分けて次のように定式化する4。 
① 企業 のみが権利化する場合（企業 が先んじて特許を取得した場合） 
                       
       (1) 
② 企業 のみが権利化する場合（企業 が先んじて特許を取得した場合） 
                       
             (2) 
③ 両社とも権利化しない場合  
               
        (3) 
                                                   
3 媒体特許の多くは発明の名称に「プログラム」と「記録媒体」が含まれている。実際の媒体特許の発
明の名称の例を挙げると、ジャストシステムの「文書検索装置及びその装置としてコンピュータを機能
させるためのプログラムを記録したコンピュータ読み取り可能な記録媒体」、コナミの「ビデオゲーム装
置、ビデオゲームにおける画面表示制御方法及び画面表示制御プログラムが記録された記録媒体」、日立
情報システムズの「ソフトウェアのインストール制御システムと方法およびそのプログラムを記録した
記録媒体」、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションウェアの「ソフトウェア管理装置、ソフトウェア管
理方法、及びソフトウェア管理プログラムを記録した記録媒体」などが挙げられる。  
4 両者が同時に同種のプログラムを権利化することは制度上不可能である。  
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ただし、       は専有可能性を表す定数、 は知財活動費用で、単純化のため研究開発コス
トは  
 としている。研究開発投資  と知財活動の経験  は利潤  に対して補完的に機能する。なお、
企業 と企業 の補完的資産には差があるが、利得構造は対称的である。 
(3)式は特許権が存在しない場合の利潤関数であり、この式と(1)式及び(2)式を比較することで、
特許権の所有主体による利潤関数の違いが明確になる。 
(1)式は、企業 が他社に先駆けて開発・特許化することで、他社ユーザーを一部奪うことができ、
専有可能性に応じて研究開発による収入が(   )倍増加することを表している。ソフトウェアの価
値が高い（  が大きい）ほど、あるいは販売網などの補完的資産が大きい（  が大きい）ほど、他社ユ
ーザーを奪いやすく、特許権が利潤に与える効果も大きくなる（研究開発投資と補完的資産・知財
活動経験は利潤に対して補完的に機能する）。 
 (2)式は、他社に先に開発・特許化された場合、自社の顧客の一部を奪われるだけでなく、他社
の特許の強さに応じて自社の事業領域が狭くなり、利潤が減尐することを意味している。 
なお、企業 が先に開発に成功した場合、例え特許化をしなくても、すでに生産・販売は行なって
いるため、企業 が後から開発した発明を特許化しようとしても、新規性は認められない。  
研究開発の成果を権利化できる確率は、他社との研究開発競争で勝利する確率と、特許権の
範囲の広さに依存する（そもそも保護範囲に含まれていなければ特許化できないため）。ここでは、
保護範囲の指標を として、企業  が成果を特許化できる確率（特許化可能確率と呼ぶ）を
          で表す。なお、    ,     ,     を仮定する。 
          は企業 が企業 よりも先に、保護範囲に含まれる発明の開発に成功する確率とみなせ
る。 
 
図２ ゲームツリー 
 
                             
                         社    
                                       
                          
                             
                               社  
                              
                      
                                     
                                               
 
 
 
 社が先  
 社が先  
出願しない  
出願する 
③のケース  
②のケース  
③のケース  
③のケース  
①のケース  
      
保護範囲外  
出願しない  
出願する 
 
8 
 
以下の議論では、単純化のため、変数 ,   ,   ,  のそれぞれの範囲を[0,1]区間に限定し、企
業 の権利化可能確率を次式のように定義する。 
                       
       
 
       (4) 
                      は他社より先に開発に成功する確率、 は保護範囲に含まれる確率
（あるいは期待登録率）と考えれば良い。 
 同様に、企業 の権利化可能確率は次式のように定義される。 
                       
       
 
       (5) 
 各企業の意思決定のタイミングは以下の通りである。まず企業  と企業 が相手の研究開発投資水
準を知らずに（同時に）自らの研究開発投資量を決定する。その後、先に開発に成功した企業が
明らかになり、その企業は研究開発の成果を特許出願するか否かを決定する（図２）。  
 
３－２．モデルの解  
 ゲームの構造は企業 と企業 で対称的であるため、ここでは企業  の意思決定問題に着目し、前
節で構築されたモデルを後ろ向きに解いていく。 
まず、自社（企業  ）の発明が権利化可能の場合（他社より先に開発に成功し、かつそれが保護
範囲に含まれている場合）の意思決定を考える。 
 企業は自社の発明を特許化した場合の期待利益が、特許化しない場合の期待利益を上回れば
特許出願を行なう。すなわち、(1)式と(3)式を比較して、                の条件が満たされる
ときに特許出願を行なう。この条件を書き換えると次式のようになる。 
                 (6) 
したがって、研究開発投資水準  を所与としたとき、知財活動経験  が小さい企業では出願のイ
ンセンティブが小さくなる。その他にも外的な要因として、専有可能性 が低い場合や、知財活動費
用 が高い場合にも特許出願のインセンティブは小さくなる。 
 続いて、最適な研究開発水準を考察する。考慮すべきは３つのケースであり、特許出願に関する
企業 と企業 の最適行動の組み合わせが、次の(a)から(c)に該当するケースである。 
 (a)（特許出願する, 特許出願する）の組み合わせ 
(b)（特許出願する, 特許出願しない）（特許出願しない, 特許出願する）の組み合わせ 
(c)（特許出願しない, 特許出願しない）の組合せ 
本稿では、一般性を失うことなく、企業 の補完的資産が企業 よりも大きいケース（     のケー
ス）を想定する。そのため、これらのケースの中から特に、（特許出願する, 特許出願する）と（特許
出願する, 特許出願しない）の２通りを考察対象とする。すなわち、企業  の最適行動は常に「特許
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出願する」で、企業 の最適行動が「特許出願する」の場合と、「特許出願しない」の場合の２つのケ
ースを考察する。 
  
(a)  両社が特許出願を行う場合  
まずは両社の最適行動が「特許出願する」の場合（        ,         ）について考える。この
場合の両社の期待利潤はそれぞれ次式で表される。 
                              
                                            
   
    
       
 
                
     
       
 
                             
     (7) 
       
       
 
                 
      
       
 
                              
       (8) 
企業 と企業 の最適な研究開発水準はそれぞれ次の一階条件(9)式と(10)式を満たす水準で決
まる。 
  
 
 
                                      (9) 
 
 
 
                                      (10) 
 なお、二階条件はそれぞれ、        ,          である。均衡における研究開発水準は、
両社の最適反応関数  (9)式と(10)式の連立方程式の解として求められる。 
 
(b)  1 社のみが特許出願を行う場合  
 続いて、企業 の最適行動が「特許出願しない」の場合（        ,         ）の最適研究開発
水準を考察する。この場合の両社の期待利潤はそれぞれ次の(11)式、(12)式で表される。 
                                                     
   
       
       
 
                    
     (11) 
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       (12) 
各式を  、  について最大化することで、企業 と企業 の最適反応関数がそれぞれ次の一階条件
(13)式、(14)式として導出される。 
         
 
 
     
 
 
   
 
 
                  (13) 
     
 
 
                   (14) 
均衡における各社の最適研究開発水準は反応関数(13)式と(14)式の連立方程式の解として求
められる。 
 次節では、上で導出された反応関数を用いて、特許権の範囲が拡大された場合の研究開発投
資水準への影響を分析する。 
 
３－３．比較静学 
 我々の関心事は、保護範囲の拡大（ の上昇）が、均衡における各社の研究開発投資水準にど
のような影響を与えるかである。そこで、(a) 両者が特許出願を行う場合、(b) 1 社のみが特許出願
を行う場合のそれぞれについて、反応関数の連立方程式を用いた比較静学を行なう。 
 
(a)  両社が特許出願を行う場合  
 (9)式と(10)式をそれぞれ  、  、 で全微分し、クラメールの公式を適用することで、    
     と
    
     が次のように計算される。 
  
   
 
  
 
 
 
                                  
 
 
                                  
                 
 
 
         
 
 
         
 , (15) 
  
   
 
  
 
 
 
                                  
 
 
                                  
                 
 
 
         
 
 
         
 . (16) 
 (15)式と(16)式の分母を書き換えると、
 
 
             
    
                 となり、こ
れは常に正である。 
両式の分子については、一般には不明であるが、どちらも補完的資産 の増加関数である5。す
なわち、知財活動経験が豊富な企業では分子が正になり、尐ない企業では負になる6。したがって、
次の命題１が成立する。 
                                                   
5 (15)式の分子を  で微分すると、
 
 
        
 
 
            
 
 
      
 
 
              となる。  
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命題１ すべての企業が特許出願を行なう状況では、特許権の範囲拡大は、開発経験や補完
的資産の豊富な大企業の研究開発インセンティブを高めるが、そうした経験・資産に乏しい中
小企業の研究開発インセンティブを低下させる。 
 
保護範囲の拡大によりすべての企業が特許出願を行う状況では、特許権を通じた収益への影
響（専有可能性の上昇効果等）は相対的に小さくなる。このとき、研究開発成果の先行的な市場投
入が収益に対して大きな効果を持つため、開発経験や事業化能力が相対的に高い大企業の研究
開発インセンティブは高くなる。これに対し、事業化能力や補完的資産が相対的に尐ない中小企
業では、研究開発競争や事業競争に敗れる可能性が高まり、知財コストも増加することで収益率が
低下し、研究開発インセンティブは小さくなる。 
 このことは、いわゆる特許の藪により、中小企業は研究開発環境が悪化するだけでなく、限られた
リソースを知財活動に割かれることで、研究開発競争においてますます不利な立場に追いやられる
可能性を示唆している。 
 
(b)  1 社のみが特許出願を行う場合  
 (13)式と(14)式をそれぞれ  、  、 で全微分し、クラメールの公式を適用すると、    
     と    
     
は次のように計算される。 
  
   
 
  
 
                             
 
 
     
           
 
 
      
 
       (17) 
  
   
 
  
 
        
 
 
                  
           
 
 
      
 
       (18) 
 したがって、大企業のみが特許出願を行う場合には、保護範囲の拡大は大企業と小企業双方の
研究開発水準に対して負の効果を持つ。このとき、次の命題 2 が成立する。 
 
命題２ 開発経験や補完的資産の豊富な大企業のみが特許出願を行う状況では、特許権の範
囲拡大は、大企業と中小企業両方の研究開発インセンティブを低下させる。 
 
 保護範囲の拡大により大企業のみが特許出願を行う場合、大企業の特許の排他性が強く発揮さ
れるため、中小企業の事業活動が大きく制約され、研究開発インセンティブが低下する。このとき、
                                                                                                                                                               
6 出願することが最適行動となる中で最小の  は        を満たす  であり、     のときに(15)式の分
子が負となり、  が最大の をとるときに正となれば、  が小さいときには分子が負で、  が大きくなる
と正になることが証明できる。  
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研究開発成果の先行的な市場投入よりも特許権による防衛の重要性が高まると同時に、研究開
発競争が緩和されるため、大企業の研究開発インセンティブも低下する。 
 
 
４．データ 
４－１．使用データ 
本稿では、経済産業省の提供する「情報処理サービス企業等台帳総覧」の個票データを用いる。
この台帳には、社名や資本金などの基礎的な企業情報だけでなく、役員の氏名、主要株主、主要
取引先などの情報や、受注ソフトウェアの売上割合、パッケージソフトウェアの売上割合など業務別
の売上割合といった詳細な情報が含まれている。 
この台帳への申告は、情報処理サービス企業等が自主的に行うものであるが、毎年 1600 社程
度の企業が回答している。本稿では、CD-ROM でデータが提供されている 1996 年から 2003 年の
8 年間すべてに回答しており、かつ主要な設問に完全回答している 636 社を分析対象とする。 
 この分析対象企業に対し、企業名（出願人名）と住所を用いて「IIP パテントデータベース」及び
「Ultra パテント」の特許情報を接続する7。その際、住所変更や表記揺れ等については目視で名寄
せを行った。 
 
４－２．データソースの特徴  
 まず、我々のサンプルの特徴を把握するため、情報サービス業に属する企業を全数調査している
「特定サービス産業実態調査（経済産業省）」を利用して売上高及びその構成比の比較を行う 8。
表 2 は、2003年におけるサンプル企業 636社と、特定サービス産業実態調査の調査対象 7380事
業所の、情報サービス部門の売上高と構成比をまとめたものである。なお、両調査における業務の
分類や使用される用語が若干異なるため、比較可能な形に統合している。 
 我が国の情報サービス業全体の売上高は 14 兆 1706 億円であり、分析対象企業 636社の合計
は 3 兆 73 億円である。すなわち、売上高ベースでは約 22％をカバーしている。 
 また、本稿で分析対象とするサンプルは企業数でみたカバー率は低いものの、業務内容の分布
（特に、本稿で注目している受注ソフトウェアとパッケージソフトウェアの売上比率）はかなり類似して
おり、サンプルが特定の業態に偏っていないことが分かる。 
なお、表 2 から、我が国のソフトウェア企業は顧客の注文に応じたオーダー・メイド型の受注ソフト
ウェア開発が売上の大部分を占めていることが分かる。推計に当たっては、こうした我が国特有の
                                                   
7 IIP パテントデータベースは知的財産研究所及び人工生命研究所にて提供されている。詳細について
は Goto and Motohashi(2007)を参照されたい。また、Ultra パテントは WISDOMAIN 社によって運営
されている。  
8 特定サービス産業実態調査では平成 18 年調査から母集団名簿が変更されるとともに、情報サービス業
はソフトウェア業と情報処理・提供サービス業に分けられた。また、平成 21 年調査からはそれまでの
全数調査から標本調査に変更されている。  
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取引形態をコントロールする必要がある。この点については、山内・大西（2009）において、受注ソフ
トウェア事業は特許による保護の必要性が低く、パッケージソフト事業は特許の必要性が高いこと
が明らかにされている。 
我々の使用する情報処理サービス企業等台帳総覧には残念ながら研究開発費のデータが含ま
れていない。そこで、研究開発活動の指標として、システム・エンジニア（以下、SE と表記する）とプ
ログラマの人数を用いることにする。図 1は、サンプル企業の 1社当たり平均売上高の推移と、SE と
プログラマの 1 社当たり平均人数の推移をみたものである。 
 
 
表 2 業務種類別売上（2003 年） 
 
（出所）特定サービス産業実態調査の結果を一部加工のうえ掲載  
 
 
図 1 サンプル企業の研究開発活動と売上高  
 
 
売上高
（百万円）
構成比
（％）
売上高
（百万円）
構成比
（％）
受注ソフトウェア 1,282,079 41.7% 6,637,179 46.8%
パッケージソフトウェア 387,290 12.6% 1,444,426 10.2%
情報処理 335,953 10.9% 2,470,928 17.4%
システム等管理運営受託 264,619 8.6% 1,730,291 12.2%
データベースサービス 14,112 0.5% 311,779 2.2%
その他 789,058 25.7% 1,576,030 11.1%
情報サービス業の売上高 3,073,111 14,170,633
情報処理サービス企業等台帳
（分析対象636社）
特定サービス産業実態調査
（7380事業所）
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この図を見ると、サンプル企業の売上高と SE・プログラマの人数は分析対象の期間、概ね順調
に伸びていることが分かる。ただし、この図からは保護範囲の拡大による急激な変化は見て取れな
い。 
なお、2003年時点におけるサンプル企業 636社のうち、従業員が 300人未満の中小企業は 530
社（83.3％）、300人以上の大企業は 106社（16.7％）である。同年の特定サービス産業実態調査で
は、従業員規模が 300 人未満の事業所の比率は 97.5％に上る。したがって、我々のサンプルは、
情報サービス業の全体像と比較するとやや大企業に偏っている可能性はある。分析結果の解釈に
当たっては、この特徴を念頭に置いておく必要がある。 
 
４－３．媒体特許・ソフトウェア特許の特定 
 本稿の分析でキーとなる「媒体特許」の特定については、キーワードを用いた特定を試みてい
る。具体的には、サンプル企業の全特許出願データから、「発明の名称に”プログラム”を含み、か
つ、”記録媒体”あるいは”記憶媒体”を含む」という条件で特定を行なった（図 2）。これは、媒体特
許の出願に際して、請求項に「プログラムを記録した記録媒体」や「構造を有するデータを記録した
記憶媒体」のような記載をする必要があるためである。この特徴的な表現により、高い精度で媒体
特許を特定することができ、それにより制度変更の影響を識別することが可能となる。 
本稿の分析には「ソフトウェア特許」の特定も必要になる。ソフトウェア特許の特定にはこれまでい
くつかの手法が考えられてきている。一つはキーワード用いた特定方法（Bessen and Hunt, 2004）、
もう一つは IPC や米国特許分類等の技術分類から特定する方法（元橋  2008; Mann and Sager 
2007; Graham and Mowery 2003）、そして両者を組み合わせた方法（Hall and MacGarvie 2006; 
鈴木 2009）に大別することができる9。 
 
図 2 媒体特許の特定  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
9 ソフトウェア特許の定義を考察した研究に Layne-Farrar(2005)がある。  
プログラム
記憶
媒体
記録
媒体
媒体特許  
15 
 
ここでは、IPC とキーワードを組み合わせる方法を採用し、Graham and Mowery（2003）の定義
（IPC の G06F 3/～12/、G06K 9/, 15/、H04L 9/）に、鈴木 (2009)を参考に G06F17 と G06F19 の
IPC サブグループを加え、さらに、上述の媒体特許の発明の名称に多く含まれる「記録媒体」、「プ
ログラム」、「システム」、「ソフトウェア」のいずれかを名称に含むものを追加する。さらに、日本のソフ
トウェア特許として重要と考えられる、ゲーム関係の IPC である A63F13 と A63F9 も追加しておく。 
図 3 は、サンプル企業のうちどの程度の企業が、特許出願を行っているかを見たものである。「全
特許」は、特定の分野に限らずサンプル企業が出願したすべての特許を意味している。  
 図 3をみると、サンプル企業 636社において特許出願を行う企業はそれほど多くないことが分かる
10。この事実は、Mann and Sager（2007）の行った米国におけるソフトウェア・ベンチャー企業の分析
において、その多くが特許を保有していないという事実とも整合的である11。ソフトウェア特許出願企
業数は 2000 年に急増し、2002 年以降は減尐傾向にある。全特許出願企業数の変動は、このソフ
トウェア特許出願企業数の動向に規定されているように見受けられる。これは、2000 年から 2001 年
にかけてビジネスモデル特許が流行したことに起因するものと考えられる（元橋, 2008）。 
 媒体特許について見てみると、全体的に出願企業数は尐ないが、1997 年から着実に増加してき
ている。 
 
 
図 3 特許出願企業数  
 
 
 
                                                   
10 元橋（2008）では日本全体のソフトウェア特許出願件数を調べており、それによれば 2003 年はおよ
そ 18,000 件の出願があった。これに対しサンプル企業における 2003 年のソフトウェア特許出願件数は、
570 件とかなり小さい。ただし、この違いは、日本全体でみると一部の大手ハードウェア企業が大量の
出願を行っているのに対し、本稿で分析対象としている企業にはそうした極端に出願件数の大きい企業
が含まれていないことを反映している可能性がある。  
11 彼らのサンプル 877 社のうち、ベンチャー資金獲得後 5 年間から 8 年間のうちに特許を取得した企業
はわずか 212 社であり、その平均保有件数は 2.92 件である。  
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図 4 媒体特許とプログラム特許の出願件数  
 
 
 
続いて、媒体特許の出願件数を図 4 によって確認する。なお、2000 年の審査基準の改定により、
2001年以降の特許出願については、プログラム自体が特許の保護対象として認められるようになっ
た。すなわち、媒体に記録されていなくても、プログラムのみで特許化が可能となった。そこで本稿
では、サンプル企業の全特許出願のうち、発明の名称に”プログラム”を含むものを「プログラム特許」
と定義し、媒体特許からの代替の可能性についても図 4 によって確認する。なお、定義上、媒体特
許はプログラム特許の一部である。 
図 4を見ると、2000年までのプログラム特許の大部分は媒体特許であり、コンピュータ・プログラム
を保護する際は、媒体特許として保護していたことが分かる（なお、媒体特許が認められる 1996 年
にも 5件ほど媒体特許の出願があるが、95年の媒体特許の出願件数は 0件であり、媒体特許抽出
のノイズは無視しうるほど小さいと言える）。 
2001 年以降は媒体特許の出願件数は減尐傾向にあり、プログラム特許の出願件数が急増して
いる。プログラム特許が認められるようになってからも、依然として企業は媒体特許による保護を併
用しているが、一部はプログラム特許に統合して出願している実態が示唆される。ただし、2001 年
以降のプログラム特許の出願の急増は、ビジネスモデル特許の出願の急増に起因するところが大
きいと予想される12。 
次節では、まず媒体特許の出願決定要因を実証的に分析する。それにより、制度変更の影響を
受けた企業の特徴を明らかにする。そのうえで、媒体特許の出願が企業の研究開発活動にいかな
る影響を与えるかを調べる。 
 
                                                   
12 2000 年の審査基準の改定では、ビジネス方法特許の審査がソフトウェア特許の審査基準に基づいて
行われることが明確にされた。  
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５．実証分析 
５－１．媒体特許の出願決定要因（制度変更の影響を受けた企業の特定） 
 ここでは、1997 年の審査運用指針の改定により、新たに媒体特許を始めたのがどのような企業で
あったかを分析する。すなわち、制度変更により行動を変化させた企業の特徴を明らかにする。  
 被説明変数としては、媒体特許の出願ダミー及びプログラム特許出願ダミーを用いる。説明変数
としては、パッケージ主力ダミー、ハードウェア事業ダミー、システムインテグレータ（SI）ダミー、上場
企業ダミー、SE とプログラマの人数、営業要員の人数、受注ソフトの売上割合、情報処理部門以
外の売上割合、年ダミーを用いる。 
 ここでの我々の関心事は、先行研究で言われるように、ソフトウェア特許の増加が主にハードウェ
ア事業を手がける大企業の特許ポートフォリオの拡大に起因するものなのかを確認することにある。
そこで、媒体特許が認められる以前（96 年以前の 90 年から 95 年の 6 年間）にソフトウェア特許の
出願経験がある企業を「ハードウェア事業を手がける企業」と定義し、パッケージソフトの売上比率
が 5 割以上の企業を「パッケージソフトを主力事業とする企業」と定義して、両者について制度変更
の影響を比較する。 
96年以前は「装置」と一体でないとソフトウェアを特許化できなかったため、96年以前にソフトウェ
ア特許を出願している企業は、何らかの形でハードウェアも自社で生産している企業と考えられる。  
なお、バランストパネルにおいて、パッケージソフトの売上比率が 5 割を超えており、かつ媒体特
許を出願している大企業は 1 社（翼システム）のみである。推計ではこの１社を除いているため、パッ
ケージ企業に分類される企業は中小企業のみである。 
理論モデルとの関係で言えば、ここで定義されたハードウェア事業を手がける大企業は、開発販
売経験や知財活動経験、補完的資産が豊富で、特許を活用する能力の高い企業と考えられ、逆
に、パッケージソフトウェアを主力とする中小企業は、そうした経験・資産の乏しい企業と考えること
ができる。 
 
表 3 ソフトウェア企業の分類  
 
 
大企業 中小企業
ハードウェア事業を行なっている
（90年から95年の期間にソフト
ウェア特許を出願している）
　上田日本無線
　大塚商会
　東芝情報システム
　東洋エンジニアリング
　日立情報システムズ　　等
　イマオコーポレーション
　京葉システム技研
　新星工業社
　日本情報システム
　日立笠戸エンジニアリング　　等
パッケージソフトを主力としている
（パッケージソフトウェアの売上割
合が5割以上）
－
　アイ・エヌ・エス
　インターコム
　くいんと
　ハウテック
　吉井システムリサーチ　　等
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 本稿におけるサンプルを、従業員が 300 人以上の大企業と 300 人未満の中小企業、及びハード
ウェア事業を行なう企業とパッケージを主力とする企業に分けたとき、それぞれのカテゴリに含まれ
る企業の一部を、表 3 に例示する。 
なお、表 3 において左上のカテゴリに属する企業（ハードウェア事業を行なう大企業）の、2003 年
における媒体特許の出願件数はサンプル全体の約 81％を占めており、また SE とプログラマの平均
人数（約 430 人）もサンプル全体（約 130 人）の約 3.3 倍の規模であり、制度変更が我が国のソフト
ウェア産業全体に与える影響を考える場合、特に、このハードウェア事業を行う大企業に対する影
響に着目する必要がある。 
SI ダミーは、システムインテグレータとして登録されているか否かのダミー変数である。分析対象
期間中（平成 15 年度まで）は、我が国では、経理的基礎・技術的能力・サービス実績に関する経
済産業省の審査を通った企業のみがシステムインテグレータとして登録されていた（2 年更新）13。し
たがって、SI ダミーは補完的資産やソフトウェアの開発販売経験の代理変数としても考えることがで
きる。また、我が国のソフトウェア業界では、大手のシステムインテグレータが元請としてソフトウェア
の基本設計を行ない、それを基に下請け企業がソースコードを作成するという取引構造が主流とな
っている（元橋・蟹 ; 2009）。このとき、元請の発明は特許でしか保護できないが、下請けのソースコ
ードは著作権でも保護できるという違いがある。こうした影響を SI ダミーで吸収する。 
 特許は企業の技術力等に関するシグナルとして機能することで、ソフトウェア企業の資金調達を
容易にする効果や企業価値を高める効果を持ちうる（Hall and MacGarvie; 2009, Mann and Sager; 
2007）ため、上場企業と非上場企業とでは特許取得のインセンティブが異なる可能性がある。また、
一般に上場企業は非上場企業に比べて規模が大きく、補完的資産や開発販売経験が豊富である
と考えられる。これらの可能性を、上場ダミーによってコントロールする。  
 ソフトウェアの開発は労働集約的な作業であり、開発費用の大半は SE とプログラマの人件費であ
るため、研究開発の規模の代理変数として SE とプログラマの人数を用いる。SE とプログラマの人数
は、技術力や技術知識のストックを表す変数と考えることもできる。 
 ソフトウェア業界に限られないが、営業活動の規模は事業活動に大きな影響を与える。そこで、販
売網（補完的資産）や販売経験の代理変数として、営業要員の人数も説明変数に加える。 
我が国のソフトウェア業界では受注ソフトが売上げの大半を占めている。特許取得の必要性はソ
フトウェア企業の業務内容によって大きく異なるため、受注ソフトの売上割合を説明変数に入れるこ
とでこうした影響をコントロールする。 
 ソフトウェア特許は他産業に属する企業によって取得されていることが多く（Mann and Sager; 2007, 
Bessen and Hunt; 2007）、そうした企業は特許活動に関する規模の経済性等によりソフトウェア特許
取得にかかるコストが相対的に低くなる可能性がある。この可能性を考慮し、情報処理部門以外の
売上割合をコントロール変数として加える。 
 なお、以降の分析では、分析期間中に従業員数が 300人未満から 300 人以上になった企業や、
                                                   
13 平成 16 年度以降、システムインテグレータ認定制度はシステムインテグレータ登録制度へと移行し
た。  
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その逆の企業を除いた 610 社を分析対象とする。各変数の記述統計は表 4 の通りである。 
表 5 は、パランスト・パネル 610 社のプールデータを用いて、プロビットによる回帰分析を行なった
結果である。なお、企業レベルでの誤差項の相関を考慮して、クラスタリングによる頑健な標準誤差
推定量を用いている。また、表中の数値は限界効果である。 
プールデータを用いて推計を行っているのは、ここでの分析目的が媒体特許を出願している企
業の特徴を把握することであり、出願を始めた時期や出願件数の変化を把握することが目的では
ないためである。 
なお、上述の説明変数で捉えられない規模の違いの影響を確認するため、サンプルを大企業と
中小企業に分けた推計も行なっている。 
 
表 4 各変数の記述統計（610 社×8 年間のパネルデータ） 
 
 
表 5 媒体特許の出願決定要因  
 
変数名 指標 標本数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
媒体特許出願ダミー 制度変更の影響 4880 0.017 0.130 0.000 1.000
プログラム特許出願ダミー 制度変更の影響 4880 0.028 0.166 0.000 1.000
パッケージ企業ダミー 知財経験、補完的資産、開発販売経験 4880 0.064 0.245 0.000 1.000
ハードウェア企業ダミー
知財経験（媒体特許認可前のソフトウェア特許出願経験）、補完
的資産、開発販売経験
4880 0.089 0.284 0.000 1.000
SIダミー
補完的資産（資金力・技術力・企業規模）、開発販売経験（技術
知識・研究開発ストック）
4880 0.191 0.393 0.000 1.000
上場ダミー
補完的資産（資金力・企業規模）、開発販売経験（技術知識・研
究開発ストック・企業年齢）
4880 0.057 0.233 0.000 1.000
SE+プログラマ（単位：百人）
補完的資産（技術力・企業規模）・開発販売経験（技術知識・研
究開発ストック）
4880 1.191 2.702 0.000 37.21
営業要員（単位：百人） 補完的資産（販売網・企業規模）・開発販売経験（販売経験） 4880 0.169 1.013 0.000 34.83
受注ソフト売上割合 業務内容による特許取得性向の違い 4880 0.513 0.363 0.000 1.000
情報処理部門以外の売上割合 兼業の程度による特許取得性向の違い 4880 0.117 0.225 0.000 0.980
パッケージ主力ダミー 0.022*** 0.022** 0.011 0.010*** 0.009** 0.009**
(2.58) (2.49) (1.33) (2.62) (1.97) (2.32)
ハードウェア事業ダミー 0.031*** 0.035*** 0.057*** 0.118*** 0.123*** 0.151*** 0.004 0.004 0.005
(4.05) (4.49) (4.49) (4.01) (4.25) (3.93) (0.80) (0.61) (0.83)
SIダミー 0.028*** 0.032*** 0.060*** 0.060*** 0.005*** 0.013***
(5.87) (6.79) (2.84) (2.96) (2.68) (4.60)
上場ダミー 0.001 0.002 0.007 0.002 0.003 0.006 -0.000 -0.000 -0.000
(0.19) (0.55) (0.73) (0.07) (0.16) (0.18) (0.07) (0.07) (0.07)
SE+プログラマ（百人） 0.000 0.001** 0.001 0.002 0.002* 0.003***
(0.93) (2.12) (0.32) (0.60) (1.70) (2.64)
営業要員（百人） 0.000 0.000 0.001 0.002 0.002 0.003 0.001 0.003 0.002
(0.73) (0.88) (0.81) (0.55) (0.62) (0.76) (0.15) (0.39) (0.23)
受注ソフト売上割合 0.000 0.001 -0.001 0.030 0.034 0.026 -0.001 -0.000 -0.001
(0.14) (0.29) (0.21) (0.87) (0.95) (0.60) (0.65) (0.28) (0.77)
情報処理部門以外の売上割合 -0.001 -0.002 -0.005 0.034 0.032 -0.001 -0.010 -0.013 -0.010
(0.21) (0.38) (0.62) (0.83) (0.78) (0.03) (1.54) (1.60) (1.54)
年ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes
サンプル数 4880 4880 4880 728 728 728 4152 4152 4152
擬似決定係数 0.30 0.29 0.24 0.23 0.23 0.19 0.17 0.14 0.15
対数尤度 -298.21 -300.06 -321.48 -160.07 -160.30 -168.18 -123.10 -126.29 -125.48
Robust z statistics in parentheses
* significant at 10%; ** significant at 5%; *** significant at 1%
大企業 中小企業
媒体特許出願ダミー
全体
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表 5 の結果を見ると、全体的にはパッケージ主力ダミーとハードウェア事業ダミーの両方の係数
が正で有意となっている。しかし、大企業と中小企業に分けてみると、中小企業においてはパッケ
ージ主力ダミーのみが有意となっている。 
このことから、制度変更の影響を受けたのは、パッケージ開発を主力事業とする中小企業と、ハ
ードウェア事業を行う大企業であることが分かる。 
装置と切り離して特許取得が可能となったことで、パッケージ開発を主力とする中小企業が新た
に特許を出願するようになったのと同時に、それまで特許を取得してきたハードウェア事業を手がけ
る大手ソフトウェア企業が、新たに媒体特許の分野にも特許ポートフォリオを拡大するようになったと
言える。 
図 4でみたように、媒体特許は単なるプログラム特許に代替された可能性があり、2001年以降出
願件数が減尐している。そこで、媒体特許とプログラム特許とで出願決定要因が異なるかを確認す
るため、プログラム特許の出願ダミーを被説明変数にして同様の分析を行った結果が表 6 である。 
各変数の係数の符号や有意性は表 5 と概ね同様である。プログラム特許には定義上、装置とし
て出願された発明も含まれており、純粋な制度変更の影響の指標としては適切ではないものの、パ
ッケージ開発を主力とする中小企業と、ハードウェア事業を行なう大企業が制度改正の影響を受け
たという結果は頑健な結果と言える。 
 
 
 
表 6 プログラム特許の出願決定要因  
 
 
 
パッケージ主力ダミー 0.053*** 0.052*** 0.033*** 0.027*** 0.023*** 0.025***
(3.82) (3.69) (2.70) (3.39) (2.73) (3.20)
ハードウェア事業ダミー 0.055*** 0.064*** 0.089*** 0.212*** 0.224*** 0.235*** 0.007 0.006 0.007
(5.27) (5.59) (5.55) (4.61) (4.87) (4.40) (0.97) (0.82) (0.97)
SIダミー 0.037*** 0.045*** 0.104*** 0.108*** 0.006** 0.015***
(5.98) (6.95) (3.06) (3.20) (2.19) (3.74)
上場ダミー 0.009 0.013** 0.026** 0.017 0.023 0.031 0.012 0.014 0.013
(1.47) (2.17) (2.04) (0.52) (0.71) (0.71) (0.99) (0.99) (0.94)
SE+プログラマ（百人） 0.001 0.002*** 0.002 0.005 0.004* 0.005**
(1.63) (2.94) (0.85) (1.29) (1.77) (2.55)
営業要員（百人） 0.000 0.000 0.001 0.001 0.002 0.003 0.008 0.011 0.009
(0.44) (0.65) (0.55) (0.29) (0.44) (0.53) (1.27) (1.36) (1.20)
受注ソフト売上割合 0.001 0.002 -0.000 0.062 0.076 0.045 -0.000 0.001 -0.001
(0.31) (0.55) (0.01) (0.99) (1.25) (0.65) (0.15) (0.36) (0.25)
情報処理部門以外の売上割合 0.006 0.004 0.003 0.119* 0.111* 0.063 -0.005 -0.007 -0.005
(0.80) (0.54) (0.29) (1.84) (1.72) (0.79) (0.78) (0.97) (0.80)
年ダミー
サンプル数 4880 4880 4880 728 728 728 4152 4152 4152
擬似決定係数 0.35 0.34 0.30 0.25 0.25 0.21 0.21 0.20 0.20
対数尤度 -412.17 -416.48 -441.04 -217.53 -218.63 -229.50 -174.45 -177.65 -176.07
Robust z statistics in parentheses
* significant at 10%; ** significant at 5%; *** significant at 1%
プログラム特許出願ダミー
全体 大企業 中小企業
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 以上の結果から、我が国のプロパテント政策においては、確かに Hall and MacGarvie（2006）の言
うように、ハードウェア事業を手がける大企業が特許ポートフォリオを拡大したという側面も確認され
たが、それだけではなく、パッケージ開発を主力とする中小企業も制度変更により特許出願を始め
たことが明らかとなった。この結果は、理論モデルにおいて大企業と中小企業の両者が特許出願を
行うケースに相当し、命題１が当てはまる前提条件が成立することを示唆している14。この場合、理
論モデルは、保護範囲の拡大がハードウェア事業を行う大企業の研究開発活動を活発にするが、
パッケージソフトを主力とする中小企業の研究開発活動を阻害することを予想する。この予想が支
持されるか否かは次節で行う実証分析によって明らかにする。 
他のコントロール変数について見てみると、SIダミーが表 5、表 6のすべてのモデルで正で有意と
なっており、補完的資産やソフトウェアの開発販売経験が特許権の保護範囲の拡大の効果に大き
く影響することが分かる。また、SI ダミーの係数の有意性は、元請の発明を保護する手段としてのソ
フトウェア特許の重要性を反映している可能性もある。 
 さらに、SE とプログラマの人数の係数も有意に正となっている。このことは、研究開発の規模が大
きい企業ほど、あるいは開発経験が豊富な企業ほど保護範囲の拡大の影響が大きいことを示して
いる。 
 したがって、特許権の保護範囲の拡大の影響は、知財活動経験をはじめ、補完的資産や開発販
売経験の豊富な企業により大きな影響を与えたことが分かる。すなわち、特許の戦略的活用能力
によって、プロパテント政策の効果は大きく異なることが示唆される。 
 
５－２．研究開発人員比率（研究開発集約度）への影響  
 前節の実証結果からは、保護範囲の拡大によってハードウェア事業を手がける大手ソフトウェア
企業と、パッケージソフトを主力事業とする中小ソフトウェア企業の両者が特許出願を始めたことが
確認された。この結果は、理論モデルで導出された命題 1 の前提条件が成立することを示している。
したがって、制度変更によってハードウェア事業を行なう大企業の研究開発活動が活発になる一
方で、パッケージソフトを主力とする中小企業の研究開発活動は阻害されることが予想される。 
この点を確認すべく、媒体特許の出願（保護範囲の拡大）による研究開発活動への影響が、ハ
ードウェア事業を行う企業とパッケージソフトを主力事業とする企業でどのように異なるかを明らかに
する。 
推計モデルとしては、被説明変数に研究開発集約度（全従業員に占める SE とプログラマの割合）
を用い、説明変数として、媒体特許出願ダミー、媒体特許出願ダミーとパッケージ主力ダミーとの交
差項及び媒体特許出願ダミーとハードウェア事業ダミーとの交差項を用いる。これにより、媒体特許
の出願（保護範囲の拡大）が研究開発活動に与える影響が明らかになり、その影響の大きさがハー
ドウェア事業を行う企業とパッケージソフトを主力とする企業とでどの程度異なるかが分かる。 
なお、企業の研究開発活動は、制度変更による業務内容のシフトや市場動向の変化等によって
                                                   
14 ハードウェア事業を行なう大企業のみが特許出願を始めるケースは、命題 2 の前提条件が成立するケ
ースに相当すると考えることができる。  
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も影響を受けると考えられるため、コントロール変数として、受注ソフト売上割合、情報処理部門以
外の売上割合、売上高（単位：100 億円）、年ダミーを用いる。また、ソフトウェア分野以外での特許
活動の経験・規模の違いの影響を、ソフトウェア以外の特許出願件数によってコントロールする。  
 ここでは、制度変更による企業の研究開発活動の変化を明らかにすることが目的であるため、バ
ランストパネル 610社を用いた固定効果モデルによる OLS推計を行う。すなわち、媒体特許の出願
を始めた企業が研究開発集約度を高めたかどうかを検証する。 
 表 7にその結果を示す。サンプル全体で推計した結果を見ると、媒体特許の出願（保護範囲の拡
大）は、他の特許と同様、研究開発集約度を低下させる効果がある。しかし、媒体特許出願ダミー
とハードウェア事業ダミーの交差項の係数が正となっている。この効果は特に大企業において大き
くなっている。すなわち、保護範囲の拡大が、ハードウェア事業を行なう大企業に対しては研究開
発集約度を高める効果を持っていることが分かる（媒体特許の出願は大企業の研究開発集約度を
約 10％低下させるが、ハードウェア事業を行なう大企業に対しては、それに加えて研究開発集約
度を約 13%上昇させる効果がある）。逆に、媒体特許出願ダミーとパッケージ主力ダミーの交差項
の係数は負で有意となっており、特に中小企業においてこの効果が大きい。したがって、パッケー
ジソフトを主力とする中小企業にとっては制度変更が研究開発活動にマイナスに作用することが分
かる（媒体特許の出願はパッケージソフトを主力事業とする中小企業の研究開発集約度を約 12%
低下させる）。 
 なお、制度変更によって事業内容が受注ソフトにシフトする可能性もあり、その場合、労働集約度
が高まることで、ここで定義される研究開発集約度を上昇させると考えられる。この効果は受注ソフ
トの売り上げ割合でコントロールされている。 
 
 
表 7 媒体特許の出願による研究開発集約度への影響  
 
 
媒体特許出願ダミー -0.061*** -0.078*** -0.022 -0.105*** -0.105*** -0.017 -0.010 -0.059*** -0.027
(3.10) (4.56) (1.63) (3.09) (3.09) (0.87) (0.37) (2.79) (1.12)
媒体特許出願×ハードウェア事業 0.072*** 0.090*** 0.132*** 0.132*** -0.078 -0.029
(2.71) (3.61) (3.18) (3.18) (1.34) (0.52)
媒体特許出願×パッケージ主力企業 -0.076* -0.115*** -0.126*** -0.110***
(1.87) (3.02) (2.91) (2.64)
ソフトウェア以外特許出願件数 -0.002** -0.002** -0.002** -0.001 -0.001 -0.001 -0.005* -0.005* -0.006**
(2.02) (2.03) (1.99) (0.93) (0.93) (0.93) (1.96) (1.93) (2.35)
受注ソフト売上割合 0.049*** 0.049*** 0.049*** 0.041 0.041 0.037 0.050*** 0.049*** 0.050***
(3.57) (3.56) (3.59) (0.89) (0.89) (0.79) (3.55) (3.49) (3.53)
情報処理部門以外の売上割合 -0.012 -0.012 -0.010 -0.023 -0.023 -0.016 -0.008 -0.008 -0.008
(0.80) (0.81) (0.69) (0.61) (0.61) (0.44) (0.49) (0.53) (0.51)
売上高（対数） -0.002 -0.002 -0.002 -0.002 -0.002 -0.003 0.010 0.010 0.010
(1.06) (1.05) (1.26) (1.07) (1.07) (1.30) (1.02) (1.03) (1.02)
定数項 0.589*** 0.589*** 0.589*** 0.545*** 0.545*** 0.548*** 0.596*** 0.596*** 0.596***
(71.81) (71.78) (71.74) (21.26) (21.26) (21.23) (69.86) (69.83) (69.90)
年ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes
サンプル数 4880 4880 4880 728 728 728 4152 4152 4152
企業数 610 610 610 91 91 91 519 519 519
決定係数 0.01 0.01 0.01 0.03 0.03 0.01 0.02 0.01 0.02
Absolute value of t statistics in parentheses
* significant at 10%; ** significant at 5%; *** significant at 1%
全体 大企業 中小企業
研究開発集約度（SE＋プログラマの比率）
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表 8 プログラム特許の出願による研究開発集約度への影響  
 
 
 
 表 8 は媒体特許の代わりにプログラム特許の出願ダミーを説明変数に用いた結果である。プログ
ラム特許の出願ダミーは、前述の通り制度変更の指標としてはノイズが大きいため、交差項の有意
性は若干低下するものの、係数の符号については表 7 でみたものと同様である。 
以上の結果は、ソフトウェア産業におけるプロパテント政策により、知財活動経験や補完的資産
の豊富な大企業の特許出願・研究開発活動は活発になることを示している。他方で、特許を活用
する能力を十分に有しない中小企業にとっては、既存技術の特許出願の必要性が高まるものの、
事業領域の縮小を通じて研究開発活動が阻害される。 
媒体特許の出願件数においてハードウェア事業を行なう大企業がサンプル全体に占める割合は
約 81％と非常に高いため、産業全体の動向はこれらの企業の動向に強く規定されると考えられる。
したがって、プロパテント政策は産業全体の研究開発活動に対して望ましい効果を持つ可能性が
ある。しかし、中小企業に対しては知財活動費用の増加をもたらすだけで、研究開発能力に関する
大企業と中小企業の格差を拡大させる要因となりかねないことを示唆している。 
したがって、プロパテント政策によりイノベーションを促進していくためには、中小企業の研究開
発活動に対する税制・補助金等の支援が必要と言える。すなわち、科学技術政策とプロパテント政
策を補完的に用いることで、より効率的に企業のイノベーション活動を促進していくことができる。  
 
  
プログラム特許出願ダミー -0.027* -0.038*** -0.023** -0.031 -0.031 -0.025 -0.026 -0.046*** -0.023
(1.86) (2.86) (2.08) (1.20) (1.20) (1.50) (1.27) (2.75) (1.21)
プログラム特許出願×ハードウェア事業 0.009 0.016 0.009 0.009 0.015 0.013
(0.44) (0.79) (0.27) (0.27) (0.40) (0.35)
プログラム特許出願×パッケージ主力企業 -0.053* -0.055* -0.055* -0.055*
(1.85) (1.96) (1.76) (1.75)
ソフトウェア以外特許出願件数 -0.002* -0.002* -0.002* -0.001 -0.001 -0.001 -0.006** -0.006** -0.006**
(1.86) (1.83) (1.85) (0.80) (0.80) (0.80) (2.41) (2.27) (2.38)
受注ソフト売上割合 0.049*** 0.049*** 0.049*** 0.037 0.037 0.037 0.049*** 0.049*** 0.050***
(3.58) (3.58) (3.58) (0.81) (0.81) (0.80) (3.52) (3.51) (3.53)
情報処理部門以外の売上割合 -0.011 -0.011 -0.011 -0.016 -0.016 -0.016 -0.009 -0.009 -0.008
(0.74) (0.76) (0.73) (0.42) (0.42) (0.42) (0.53) (0.59) (0.53)
売上高（対数） -0.002 -0.002 -0.002 -0.003 -0.003 -0.003 0.010 0.010 0.010
(1.14) (1.12) (1.16) (1.25) (1.25) (1.26) (1.02) (1.03) (1.01)
定数項 0.589*** 0.589*** 0.589*** 0.548*** 0.548*** 0.549*** 0.596*** 0.596*** 0.596***
(71.72) (71.68) (71.73) (21.23) (21.23) (21.30) (69.84) (69.83) (69.85)
年ダミー yes yes yes yes yes yes yes yes yes
サンプル数 4880 4880 4880 728 728 728 4152 4152 4152
企業数 610 610 610 91 91 91 519 519 519
決定係数 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
Absolute value of t statistics in parentheses
* significant at 10%; ** significant at 5%; *** significant at 1%
研究開発集約度（SE＋プログラマの比率）
全体 大企業 中小企業
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６．結論 
本稿では、我が国におけるソフトウェア特許の範囲拡大の影響を、簡単な理論モデルに基づい
て考察するとともに、パネルデータを用いた実証分析により明らかにした。特に、1997 年の媒体特
許の認可という制度改正に着目することで、制度変更の純粋な効果の識別を試みた。 
そこではソフトウェア企業を、ハードウェア事業を行なうソフトウェア企業とパッケージソフトウェアを
主力事業とする企業とに分類し、さらにそれらを従業員数 300 人以上の大企業と 300 人未満の中
小企業とに分けて分析を行なった。ハードウェア事業を行なうソフトウェア企業とは、媒体特許の認
可される以前（装置と一体となったソフトウェアのみが特許化可能であった時期）にソフトウェア特許
の出願を行なっていた企業（本稿では 90 年から 95 年の期間にソフトウェア特許を出願していた企
業）を指し、パッケージソフトウェアを主力事業とする企業とは、パッケージソフトウェアの売り上げ比
率が 5 割以上の企業を指している。なお、分類の結果、両者に重複はほとんどなかった。 
理論モデルからは、企業の開発経験や生産設備・販売網等の補完的資産の違いによって、制
度変更がもたらす研究開発活動への影響が異なることが示された。特許権の範囲の拡大により既
存技術が新たに特許化できるようになると、それまで特許出願を行なうことのできなかった企業も特
許出願競争に加わるため、いわゆる特許の藪が生じ、個別特許の排他性が弱くなる。このとき、企
業収益を確保するためには、研究開発成果を先行的に市場に投入し、早期に競争優位性を確立
することが非常に重要となる。すなわち、開発経験や生産設備・販売網等の補完的資産の差が、
企業収益に大きな差を生じさせることになる。 
したがって、特許権の範囲拡大は、特許の出願競争を激しくするとともに、開発経験や補完的資
産が相対的に豊富な大企業（主にハードウェア事業を行う大企業を想定している）の研究開発イン
センティブを高める。他方で、そうした経験や資産が相対的に乏しい中小企業（主にパッケージ事
業を主力とする中小企業を想定している）に対しては、研究開発競争・事業競争に敗れる確率を高
めることで、研究開発インセンティブを低下させる。 
このことは、保護範囲の拡大が、短期的には中小企業の研究開発環境を悪化させるだけでなく、
限られたリソースを知財活動にも割く必要性を高めることで、長期的に研究開発競争における立場
をますます不利なものにする可能性を示唆している。 
実証分析の結果からは、特許権の範囲拡大によって影響を受けた（媒体特許の出願を増やした）
のが、ハードウェア事業を行なう大手ソフトウェア企業と、パッケージソフトウェアを主力事業とする中
小ソフトウェア企業であることが明らかとなった。 
なお、ハードウェア事業を行なう大企業の媒体特許の出願件数は、サンプル全体の約 81％を占
めており、保護範囲の拡大が産業全体の研究開発動向に与える影響は、これらの企業の研究開
発動向に強く規定されると考えられる。 
研究開発活動に関する実証分析では、特許権の範囲拡大が、ハードウェア事業を行う大手ソフ
トウェア企業の研究開発集約度（システムエンジニアとプログラマが従業員数に占める割合）を約
3%上昇させる効果を持つことが明らかとなった。なお、ハードウェア事業を行なわない大手ソフトウ
ェア企業の研究開発集約度については約 10%低下しており、大企業においては、ハードウェア事
業を行なっているという属性が、保護範囲拡大の効果を約 13%押し上げることが分かった。 
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さらに、保護範囲の拡大は、パッケージソフトを主力事業とする中小企業の研究開発集約度を
約 12%低下させる効果を持つが、パッケージソフトを主力としない中小企業の研究開発集約度に
対しては有意な影響を与えていないことも分かった。すなわち、中小企業においては、パッケージソ
フトを主力事業としているという属性が、保護範囲の拡大の効果を約 12%押し下げることが明らかと
なった。 
以上の結果から、媒体特許の認可により装置と切り離して特許取得が可能となったことで、それ
まで装置としてソフトウェア特許を取得してきたハードウェア事業を行なう大手ソフトウェア企業が、
媒体特許の分野にも特許ポートフォリオを拡大するようになったことが分かる。また、それと同時に、
パッケージソフトウェアを主力事業とする中小企業も、保護範囲の拡大により、既存技術の特許出
願を行う必要が生じたことが明らかとなった。さらに、こうした制度変更の影響により、ハードウェア事
業を行なう大手ソフトウェア企業の研究開発集約度が上昇した一方で、パッケージソフトを主力とす
る中小企業の研究開発集約度が低下したことが確認された。 
このことは、我が国におけるプロパテント政策が、平均的には、開発経験や補完的資産の豊富な
大企業の特許活動・研究開発活動を促進する反面、そうした経験・資産を有しない中小企業の研
究開発活動を抑制することで、両者の研究開発能力の格差を拡大させる要因になりかねないこと
を示唆している。 
さらに、本稿の分析結果は、特許権の範囲拡大が、短期的には大企業と中小企業の保有技術
の特許出願を促すが、長期的には中小企業の特許出願につながる研究成果自体を枯渇させる可
能性をも示唆している。 
 したがって、プロパテント政策により我が国における発明の創出・普及（公開）を促進していくに当
たって、中小企業の研究開発活動に対する支援の必要性やその方法を検討していくことが、今後
の科学技術イノベーション政策の課題であると言える。 
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